
公 告 

 

事後審査方式一般競争入札（電子入札）を次のとおり行いますので、地方自治法施行令

（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の６第１項及び弥富市契約規則（平成元年弥富町規則

第 8号）第７条の規定に基づき公告します。 

 

令和７年７月 18日 

 

弥富市長  安藤 正明 

 

 

１ 入札に付する事項 

(1) 工 事 名  舗装工事（中央幹線１号）（フレックス方式） 

(2) 路線等の名称  市道 中央幹線１号 

(3) 工 事 場 所  弥富市 鎌島 地内 

(4) 工    期  令和８年３月 31 日まで 

(5) 工 事 の 概 要      アスファルト舗装工       A＝4120m2 

路上路盤再生工          A＝4120m2 

区画線工                L＝2190m 

撤去工                 V＝412m3 

交通安全対策費           N＝61 人 

 

(6) 予定価格等 

ア 予 定 価 格  金 57,364,000 円（税抜き） 

イ 調査基準価格  無 

失格判断基準  無 

最低制限価格  有 

 

２ 入札参加資格要件 

本件入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を備えた単独企業とします。 

(1) この公告の前日までに、令和６年度及び令和７年度の弥富市入札参加資格者名簿（建

設工事）（以下「名簿」という。）に登載されている者のうち、舗装工事業に係る競

争入札に参加する資格を有する者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 

(3) この公告の日から落札決定の日までの間において、愛知県建設工事等指名停止取扱

要領に基づく指名停止措置又は弥富市建設工事等指名停止取扱要領（以下「指名停止

要領」という。）に基づく指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) この公告の日から落札決定の日までの間において、｢愛知県が行う事務及び事業か
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らの暴力団排除に関する合意書｣（平成 24 年 6 月 29 日付け愛知県知事等・愛知県警

察本部長締結）に基づく排除措置又は｢弥富市が行う事務又は事業からの暴力団排除

に関する合意書｣（平成 23 年 12 月 27 日付け弥富市長等・愛知県蟹江警察署長締結）

に基づく排除措置を受けていない者であること。 

(5) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立て

又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定による再生手続開始の申立

てがなされていない者であること。ただし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定

を受けた者又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者で、再度の入札参

加資格審査の申請を行い認定を受けた者については、更生手続開始又は再生手続開始

の申立てがなされなかった者とみなします。 

(6) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条の規定により、舗装工事業について特定

建設業又は一般建設業の許可を受けている者であること。ただし、下請代金の総額が 5，

000 万円以上となる場合には、特定建設業の許可が必要となります。 

 (7) 名簿に登載されている営業所（主たる営業所を含む。以下同じ。）の所在地が一宮

建設事務所又は海部建設事務所管内※にあり、当該営業所で舗装工事業を営んでいる

こと。 

なお、「営業所」とは、建設業法第３条第１項に規定する営業所をいいます（以下

同じ。）。 

また、「主たる営業所」とは、建設業法に基づく建設業の許可申請時（変更申請を

含む。）に届け出た主たる営業所をいいます。 

※建設事務所管内の区域については、別紙「各建設事務所の管内一覧」により確認く

ださい。 

(8) 「弥富市一般競争入札における参加資格要件の確認及び指名競争入札における業者

の選定に係る本店等及び支店等の認定基準」に規定する認定要件を満たしていること。 

(9) 弥富市（以下「市」という。）における令和６年度及び令和７年度の入札参加資格

の認定において、認定された舗装工事業の総合点数が 700 点以上であること。 

(10) 過去 10 年間（平成 27 年４月１日から入札参加申込書(以下「参加申込書」という。）

を提出する前日まで。以下同じ。）に、元請として単体（共同企業体ではないことを

いう。以下同じ。）で、市町村が発注した次に掲げる工事を完了し、及び引き渡した

実績があること。 

・道路における交通規制を伴うアスファルト舗装工事 

なお、本件入札に参加する営業所の施工実績だけでなく、愛知県内にある他の営業

所の施工実績も対象とします（いずれの場合も当該営業所の愛知県内での施工実績を

対象とします。）。 

 (11) 建設業法第 26 条に規定する舗装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を専任で

配置することができること。なお、下請代金の総額が 5,000 万円以上となる場合には、

監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者又は監理技術者講習修了履

歴が記載された監理技術者資格者証を有する者を監理技術者として配置することが必
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要となります。 

   また、監理技術者にあっては、監理技術者補佐（建設業法第 26 条第３項ただし書に

規定する者をいう。以下同じ。）を専任で配置し、特記仕様書で定める兼務要件を満

たす場合には、他の工事と兼務できることとなります。 

(12) 営業所の所在地が弥富市以外における配置予定の主任（監理）技術者は、次に掲げ

る要件をいずれも満たす者であること。 

ア 過去 10 年間に、元請として単体で完了し、及び引き渡した市町村が発注した(10)

に掲げる工事に、監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者又は現場代理人として

従事した経験を有すること。なお、当該工事の途中で主任（監理）技術者又は現場

代理人を交代している場合は、一般財団法人日本建設情報総合センター（以下「Ｊ

ＡＣＩＣ」という。）の工事実績情報サービスの変更届及び実施工程表等により従

事した経験が確認できる場合に限り認めるものとします。また、監理技術者補佐と

して従事した経験については、専任で従事した経験に限ります。 

   イ  一級土木施工管理技士の資格を有すること。 

 (13) 本件入札に参加を希望する者（以下「入札参加希望者」という。）の間に、次のい

ずれかに該当する関係がないこと。なお、いずれかの関係がある当事者間で、辞退す

る者を決めることを目的に連絡を取ることは、弥富市公共工事等入札者心得書（以下

「入札者心得書」という。）第９条の３第２項の規定に抵触するものではありません。 

ア 資本関係 

次のいずれかに該当し、又はこれらと同視しうる関係があると認められること。

ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社又は更生手続を存続中の会社である場

合は除きます。 

(ｱ) 親会社と子会社の関係にある場合 

(ｲ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

次のいずれかに該当し、又はこれらと同視しうる関係があると認められること。

ただし、(ｱ)については、会社の一方が更生会社又は更生手続を存続中の会社である

場合は除きます。 

(ｱ) 一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

(ｲ) 一方の会社の役員が他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

 

３ 入札方法等 

(1) 本件入札は、あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）のサブシステムであ

る電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により実施するため、入

札参加希望者は、電子署名及び認証業務に関する法律（平成12年法律第102号）に基

づき、主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行する電子的な証明書を格

納しているカードのうち、ＪＡＣＩＣが提供する電子入札コアシステムに対応してい

るカード（以下「ＩＣカード」という。）により、利用者登録を行わなければなりま
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せん。 

なお、電子入札システムの稼動時間は、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律

（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日（以下「休日」という。）及び 12 月 29

日から翌年１月３日までの日以外の日の午前８時から午後８時までです。 

アドレス https://www.chotatsu.e-aichi.jp/portal/index.jsp 

(2) 本件入札を電子入札システムによって行うことができない場合は、弥富市建設工事

等電子入札実施要領（以下「電子入札実施要領」という。）第 12条第２項各号に掲げ

る事項のいずれかに該当する場合に限り、事前に市の承認を得て、紙による入札書の

提出により入札に参加することができます。 

紙による入札を希望する場合は、紙入札方式参加承認願を令和７年８月１日（金）

午後５時までに、18に記載の場所に提出しなければなりません。 

(3) 詳細な入札方法等は、電子入札実施要領及び電子入札システム操作手引書（以下「操

作手引書」という。）によるものとします。 

   なお、電子入札実施要領及び操作手引書は、次のアドレスからダウンロードするこ

とができます。 

   電子入札実施要領 https://www.city.yatomi.lg.jp/jigyo/1000863/1001834.html 

操 作 手 引 書 https://www.chotatsu.e-aichi.jp/portal/tebiki.htm 

(4) 本件入札は、開札後に落札候補者に対して入札参加資格の確認を行い、落札者を決

定する事後審査方式一般競争入札とします。 

 

４ 設計図書等に関する事項 

設計書、図面及び仕様書（以下「設計図書」という。）のほか、本件入札に関する様

式等の電子ファイルをあいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）のサブシステム

である入札情報サービスシステム（以下「入札情報サービスシステム」という。）の入

札公告に掲載していますので、入札参加希望者はこれをダウンロードしてください。 

なお、設計図書がダウンロードできない場合などは、18 に記載の場所に問い合わせて

ください。 

ダウンロードできる期間 

  令和７年７月 18 日（金）午前９時から令和７年８月 18 日（月）午後５時まで 

 

５ この公告及び設計図書に対する質問及び回答 

(1) この公告及び設計図書に対する質問は、次のとおり質問書を持参により提出してく

ださい。 

ア 受付期間 

令和７年７月 18日（金）から令和７年７月 25 日（金）まで 

（日曜日、土曜日及び休日を除く。） 

イ 受付時間 

午前９時から午後３時まで（正午から午後１時までを除く。） 
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ウ 受付場所 

18 に記載の場所と同じ。 

(2) 質問に対する回答は、質問書受領後速やかに作成し、入札情報サービスシステムの

入札公告に掲載して公開します。 

  掲載期間 

   令和７年８月 18 日（月）午後 5時まで 

 

６ 入札参加の申込み 

入札参加希望者は、次の期間内に参加申込書及び誓約書（以下「参加申込書等」とい

う。）を電子入札システムにより送信し、入札参加の申込みをしなければなりません（フ

ァイル名は、それぞれ「（会社名）参加申込書」、「（会社名）誓約書」とする。）。 

なお、期限までに参加申込書等を提出していない者は、入札に参加することができま

せん。 

参加申込書等受付期間 

令和７年７月 18日（金）午前９時から 

令和７年８月 1日（金）午後５時まで 

 

７ 入札保証金 

全額免除とします。 

 

８ 入札に関する事項 

入札参加希望者は、電子入札システムにより入札書を作成し、電子署名等を付した上

で、入札受付期間内に提出しなければなりません。 

(1) 入札受付期間 

令和７年８月 15日（金）午前９時から 

令和７年８月 18日（月）午後５時まで 

 (2) 入札に当たっての留意事項 

ア 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額

の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。 

イ 入札書と併せて工事費内訳書を送信してください（ファイル名は、「（会社名）

工事費内訳書」とする。）。なお、工事費内訳書の取扱いについては、「工事費内

訳書提出についての注意事項」によるものとします。 

ウ 入札の回数は、１回とします。 

エ 本件工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104 

号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けら 
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た工事であるため、契約に当たり分別解体等の方法、解体工事に要する費用、再資 

化等をするための施設の名称及び所在地並びに再資源化等に要する費用を契約書に 

載する必要があることから、設計図書に記載された処理方法等を参考に積算した上 

入札してください。 

なお、落札決定後に、分別解体等の方法を契約書に記載するための協議を行うこと

とします。 

 

９ 開札に関する事項 

(1) 開札予定日時 

令和７年８月 19日（火）午前９時 

(2) 開札場所 

弥富市役所 総務部 財政課  

 

10 落札者の決定方法等 

(1) １（6）アの予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

をした者のうち、最低の価格をもって入札をした者を落札候補者とします。落札候補

者は、一般競争入札参加資格確認申請書により入札参加資格を満たしていることを確

認するための書類（以下「資格確認書類」という。）を、開札日の翌日から起算して２

日（日曜日、土曜日及び休日を除く。）以内に、18 に記載の場所に持参により提出し

なければなりません。なお、最低制限価格は、弥富市最低制限価格取扱要領に基づき

算定します。 
(2) 資格確認書類等による審査の結果、落札候補者が入札参加資格を満たしていること

が確認された場合は、その者を落札者と決定します。ただし、入札参加資格を満たさ

ないことが判明した場合又は期限までに資格確認書類の提出がない場合は、その者の

した入札は無効とし、予定価格の制限の範囲内の価格で次に低い価格をもって入札を

した者から順に新たな落札候補者として、入札参加資格を満たす者が確認できるまで

同様の手続を行うものとします。この場合、新たな落札候補者の資格確認書類の提出

期限は、落札候補者ごとに設定します。 

なお、落札候補者となった者で、入札参加資格を満たさないとして落札者とならな

かった者に対しては、入札参加資格不適格通知書によりその旨を通知します。 

 (3) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札をした者の

うち、最低の価格をもって入札をした者が２者以上ある場合は、電子くじにより落札

候補者となるべき順位を決定します。 

 (4) 落札者を決定したときは、速やかに入札情報サービスシステムにより開札結果を公

開するとともに、入札参加者全員に対して、電子入札システムにより落札者決定通知

書を送信するものとします。 

 (5) 落札候補者となった者で入札参加資格を満たさないとして落札者とならなかった者

は、その理由について説明を求めることができます。説明を求める場合は、入札参加
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資格不適格通知書を受理した日の翌日から起算して５日（日曜日、土曜日及び休日を

除く。）以内に、その旨を記した書面を 18に記載の場所に持参により提出しなければ

なりません。 

なお、理由の説明は、説明を求める書面を受理した日の翌日から起算して５日（日

曜日、土曜日及び休日を除く。）以内に、書面により回答します。 

 

11 入札の取りやめ等 

(1) 入札参加者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公正に執行

することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は

入札の執行を延期し、若しくは取りやめることがあります。 

(2) 開札前において、天災地変その他やむを得ない事由が生じたときは、入札の執行を

延期し、又は取りやめることがあります。 

 

12 入札の無効 

弥富市契約規則（以下「契約規則」という。）第 13 条（入札の無効）及び電子入札実

施要領第 17 条（電子入札の無効）に該当する入札のほか、ＩＣカードを不正に使用して

行った入札、入札者心得書において示す条件に違反した入札、資格確認書類等に虚偽の

記載をした者の行った入札並びに必要な書類を提出しない者の行った入札は無効としま

す。 

なお、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には、直ちに落札決定を取り消

します。また、落札決定時において、２に掲げる要件を備えていない者は、入札参加資

格を満たさない者に該当します。 

 

13 契約書作成の要否 

要 

 

14 契約の保証 

(1) 落札者は、契約規則第 31 条の規定による契約保証金を納めなければなりません。 

(2) 落札者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金の全部又は一部の納付

を免除するものとします。 

ア 市を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

イ 市を債権者とする公共工事履行保証証券による保証を付したとき。 

(3) 契約保証金の納付は、次に掲げる担保の提供をもって代えることができます。 

ア 有価証券（利付き国債又は愛知県公債）の提供 

イ 銀行等（出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和 29 年法律

第 195 号）第３条に規定する金融機関）又は保証事業会社（公共工事の前払金保証

事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第４項に規定する保証事業会社）

の保証 
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(4) (1)から(3)までに掲げる契約の保証は、契約の締結時までに付さなければなりませ

ん。 

 

15 支払条件 

弥富市公共工事請負契約約款（以下「約款」という。）の規定に基づき前金払及び部

分払を行います。 

前金払 

約款第 36 条第１項の前金払の率は、10 分の４とする。 

 

16 特定の不正行為に対する措置 

(1) 本件契約に関し、談合、贈賄等の不正な事実が判明した場合には、損害賠償を請求

します。また、損害賠償の請求に併せて本件契約を解除することがあります｡ 

(2) 本件契約に関し、妨害又は不当要求を受けた場合は、速やかに市に報告するととも

に警察へ被害届を提出しなければなりません。これを怠った場合は、指名停止措置又

は競争入札による契約若しくは随意契約において契約の相手方としない措置を講ずる

ことがあります。 

 (3) 契約を締結するまでの間に、落札者が指名停止要領の別表第１から別表第３までに

掲げる措置要件のいずれかに該当することが明らかになった場合又は「弥富市が行う

事務又は事業からの暴力団排除に関する合意書」に掲げる排除措置（以下「暴力団の

排除措置」という。）の対象となる法人等のいずれかに該当することが明らかになっ

た場合は、契約を締結しないことがあります。この場合において、市は一切の損害賠

償の責めを負いません。 

 (4) 本件契約の締結後、請負者が暴力団の排除措置の対象となる法人等のいずれかに該

当することが明らかになった場合は、本件契約を解除し、損害賠償を請求することが

あります。 

 (5) 本件契約の履行に当たって、請負者が工事の下請契約又は資材、原材料の購入契約

その他の契約（以下「下請契約等」という。）を締結した場合において、下請契約等

の相手方が暴力団の排除措置の対象となる法人等のいずれかに該当することが明らか

になった場合は、当該下請契約等の解除を求めることがあります。なお、請負者が下

請契約等の解除に応じない場合は、本件契約を解除し、損害賠償を請求することがあ

ります。 

 

17 その他 

(1) 入札参加者は、関係法令等を遵守するとともに、この公告及び設計図書並びに入札

者心得書を熟読し、公正かつ適正に入札しなければなりません。 

(2) 現場説明会は、実施しません。 

(3) １(4)に記載した工期は、事情により変更することがあります。 

(4) 資格確認書類の記載内容が不明確な場合など、本件入札の参加資格を確認できない
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ときは、説明又は追加資料の提出を求めることがあります。 

(5) 資格確認書類等に虚偽の記載をした場合は、指名停止要領に基づく指名停止措置を

行うことがあります。 

(6) 配置予定の主任（監理）技術者について 

ア 落札者は、資格確認書類に配置予定の技術者として記載した者を、本件工事の現

場に主任（監理）技術者として配置しなければなりません。なお、主任（監理）技

術者を変更することができるのは、病休、死亡、退職等の場合に限ります。 

イ 工期が重複する複数の工事（他の機関が発注したものを含む。）に同一の技術者

を配置予定の技術者として入札に参加している場合に、それらのうちの一の入札に

おいて落札者又は落札候補者と決定されたときは、技術者を専任で配置することが

求められていない場合を除き、それ以降に行われる市発注の他の入札は辞退しなけ

ればなりません。この場合、入札受付期間内に入札辞退届を電子入札システムによ

り送信してください。 

なお、入札書を送信した後に辞退する事由が生じた場合は、18 に記載の場所に直

ちにその旨を連絡した後、速やかに辞退届を書面で提出してください。 

(7) 本件入札に係る書類の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とします。また、

提出された書類は返却しません。 

なお、提出された書類は、原則として公表せず、本件入札手続以外の目的で使用し

ません。 

(8) 下請負契約及び資材調達をするときは、弥富市内に営業所のある業者を活用するよ

うに努めてください。 

(9) 電子入札システムにより、参加申込書、誓約書及び工事費内訳書の電子ファイルを

添付して送信するときは、事前に必ず最新のウイルス定義ファイルに更新したウイル

ス対策ソフトによりウイルスチェックを行ってください。 

(10) 本件工事の施工中又は施工後に、施工体制等について点検・調査を行うことがあり

ます。点検・調査の対象となった場合に、請負者が当該点検・調査に協力しなかった

とき、又は虚偽の申告をしたときは、指名停止要領に基づく指名停止措置を行うこと

があります。 

(11) 入札参加者は、設計図書その他本件入札に関して市から提供を受けた文書及び情報

を第三者に漏らすことを禁ずるとともに、本件入札手続以外の目的に供してはなりま

せん。 

 (12) 入札参加者は、入札後、この公告及び設計図書の不明を理由として異議を申し立て

ることはできません。 

 

18 問い合わせ先 

弥富市役所 総務部 財政課 契約検査グル－プ 

弥富市前ケ須町南本田 335 番地 

電話 0567－65－1111 




